
伊万里市耐震改修事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震に対する建築物の安全性の向上を図るため、「社会資本整 

備総合交付金交付要綱」（平成２２年国官会第２３１７号。以下「国要綱」という。） 

の規定に基づき、住宅・建築物の耐震改修事業を実施する市内にある既存建築物 

等の所有者等に、予算の範囲内において住宅・建築物耐震改修の費用補助金（以 

下「補助金」という。）を交付することとし、その補助金については、伊万里市補 

助金等交付規則（平成９年規則第９号以下「規則」という。）及びこの要綱の定め 

るところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると 

ころによる。 

⑴ 耐震診断 伊万里市耐震診断等事業費補助金交付要綱（平成２９年告示第 

４０号）第２条第１項に定める方法に基づき行うものをいう。 

⑵ 耐震改修事業 耐震改修促進計画に基づき実施する国要綱「付属編Ⅱ編第１

章イ－１６－（１２）－①住宅・建築物耐震改修事業」に定める住宅・建築物

及びブロック塀等の耐震改修、建替え又は除却に関する事業をいう。 

⑶ 耐震化基準 「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な

方針（平成１８年１月２５日国土交通省告示第１８４号）」別添「建築物の耐震

診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項」第１に規定す

る構造耐震指標が、次に掲げる区分に応じ、それぞれの要件を満たすことを 

いう。 

ア 木造の場合 構造耐震指標Ｉｗ値が１．０以上であること。 

イ 非木造の場合 構造耐震指標Ｉｓ値が０．６以上であること。 

ウ ブロック塀等の場合 除却を行うこと。 

⑷ 住宅 一戸建ての住宅であって既存耐震不適格建築物をいい、店舗等の用途



を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ床面積の１／２未満の

ものに限る。）を含む。 

⑸ 避難所 市の地域防災計画に位置付けられた地区公民館などの民間所有の避

難所であって既存耐震不適格建築物（建築物の耐震改修の促進に関する法律（平

成７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第３項第１号に規定する既

存耐震不適格建築物をいう。）をいう。 

⑹ 防災拠点建築物 法第５条第３項第１号に掲げる既存耐震不適格建築物を  

いう。 

⑺ 多数利用建築物 法第１４条第１号及び第３号に該当する建築物並びに耐震

診断の必要があるものとして市が定めた耐震改修促進計画に位置付けている建

築物をいう。ただし、第４号から前号までに該当するものを除く。 

⑻ 建築物等の所有者等 建築物及びブロック塀等の所有者又は当該所有者に代

わり耐震改修に要する経費を負担する親族等で、市長が所有者に準ずると認め

るものをいう。 

⑼ 判定委員会 「既存建築物耐震診断改修等推進全国ネットワーク委員会」に

参加している団体（「耐震判定委員会設置登録要綱」に基づいて登録した耐震判

定委員会）をいう。 

⑽ 既存耐震不適格建築物 昭和５６年５月３１日以前に着工された建築物を 

いう。 

⑾ ブロック塀等 避難路の閉鎖により避難・救急活動の妨げになる道路（私道

を除く。）に接する、組積造の塀（補強コンクリートブロック造の塀を含む）を

いう。 

（補助対象経費等） 

第３条 補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率（補助金額）は、別表の 

とおりとする。ただし、算出された補助金の額に１，０００円未満の端数が生じ 

た場合は、これを切り捨てる。 

２ 建築物等の所有者等は、自己又は自社の役員等が、伊万里市暴力団排除条例（平 



成２４年条例第１号）第２条第１項から第５項のいずれにも該当するものであっ 

てはならない。 

３ 建築物等の所有者等は、前項に掲げる者が、その経営に実質的に関与している 

法人その他の団体又は個人であってはならない。 

４ 建築物等の所有者等は、市税等の滞納があってはならない。 

５ 住宅・建築物及びブロック塀等の耐震改修、建替え又は除却に関する事業の補 

助金交付は、１回限りとする。 

（交付の申請） 

第４条 規則第３条に規定する補助金等交付申請書は、様式第１号のとおりとし、 

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 耐震改修事業を受けようとする建築物又はブロック塀等の位置図・平面図 

⑵ 建築確認通知書の写し又は建築時期が分かる書類（ブロック塀等を除く） 

⑶ 建築物又はブロック塀等の所有者等が確認できる書類 

⑷ 前条第２項及び第３項に該当しない旨の誓約書 

⑸ 市税等の滞納がないことが分かる書類 

⑹ 耐震診断の結果報告書（ただし、ブロック塀等については平成３０年６月 

２１日付国住指第１１３０号で通知された、「ブロック塀等の点検のチェックポ

イント」による点検票） 

⑺ 耐震改修事業後の耐震性能について記載された書類の写し（ブロック塀等を

除く。）（判定委員会の評価を受けた者に限る。以下「改修計画」という。）。た

だし、木造住宅については耐震補強計画書（建築物の耐震性能を向上させるた

めの補強計画で、その耐震性能を一般財団法人日本建築防災協会による「木造

住宅の耐震診断と補強方法」に定める「一般診断法」及び「精密診断法」によ

り確かめたものをいう。）とする。 

⑻ 設計図書（判定委員会の評価を受けた際、提出したもの。ただし、木造住宅

については配置図、平面図及び立面図とする。）なお、建替え又は除却の計画に

あっては、建替え又は除却の設計図書とする。 



⑼ 耐震改修事業（建替え又は除却の計画にあっては、建替え又は除却の工事）

に要する費用（工事費内訳等）が確認できる書類 

⑽ その他市長が必要と認める書類 

⑾ 建築物又はブロック塀等の外観写真 

２ 建築物等の所有者等は、前項に規定する申請書を提出するに当たって、当該補 

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる 

消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８ 

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得 

た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税仕入控除税額」 

という。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しな 

ければならない。ただし、申請時において当該消費税仕入控除税額が明らかでな 

いものについては、この限りでない。 

 （交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により付する補助金の交付の条件は、次に掲げるとおり

とする。 

⑴ 規則及びこの要綱の規定に従うこと。 

⑵ 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては市長の承認を受けること。 

⑶ 補助事業の内容を変更する場合においては、市長の承認を受けること。ただ

し、補助金の額に変更を及ぼさない場合は、この限りではない。 

⑷ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

⑸ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、補

助金の交付の決定を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管す

ること。 

⑹ 補助事業を行うために契約を締結する場合は、市内企業と契約するように努

めること。 



⑺ 建築物等の所有者等は、この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複し

て、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

⑻ 耐震改修事業を実施した建築物等の所有者等（ブロック塀等は除く。）は、住

宅・建築物の耐震化に向けたアンケート調査、工事期間中における耐震改修 

ＰＲ看板等の設置、耐震改修前後の写真提供等に協力すること。 

⑼ 規則第８条第１項各号又は規則第１６条各号に規定する事項が生じたときは、 

補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその内容若しくはこ   

れに付した条件を変更することがあること。 

（決定の通知） 

第６条 規則第６条に規定する補助金等交付決定通知書は、様式第２号のとおりと 

する。 

（補助事業の変更） 

第７条 規則第８条第１項に規定する補助事業等変更承認申請書は、様式第３号の

とおりとし、第４条第１項各号に掲げる書類のうち変更があるものを添えて、市

長に提出しなければならない。 

２ 規則第８条第３項に規定する補助金等交付変更通知書は、様式第４号のとおり

とする。 

（実績報告） 

第８条 規則第１２条に規定する補助事業等実績報告書は、様式第５号のとおりと 

し、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 工事請負契約書の写し 

⑵ 改修計画に基づいて工事が実施されたことが確認できる書類（ブロック塀等

を除く。） 

⑶ 耐震改修事業の施工写真（工事中及び工事完了後） 

⑷ 耐震改修事業に要した費用（工事費内訳等）の領収書（請求書）の写し 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした建築物等の所有者等は、 



前項に規定する実績報告書を提出する際に消費税仕入控除税額が明らかになった

ときは、これを補助金の額から減額して提出しなければならない。 

３ 第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした建築物等の所有者等は、

第１項に規定する実績報告書を提出した後に消費税仕入控除税額が明らかになっ

たときは、その額（減額して申請し、又は報告した場合にあっては、その額のう

ち減額して申請し、又は報告した額を上回る部分の金額）を伊万里市耐震改修事

業費補助金に係る消費税仕入控除税額報告書（様式第６号）により速やかに市長

に報告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第９条 規則第１３条に規定する補助金等確定通知書は、様式第７号のとおりと  

する。 

（補助金の交付） 

第１０条 規則第１５条第１項に規定する補助金等交付請求書は、様式第８号のと 

おりとする。 

 （補助金の返還） 

第１１条 規則第１７条に規定する補助金等返還命令書は、様式第９号のとおりと 

する。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が定める。 

附 則（平成２９年告示第４２号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱

の失効前に交付の決定を受けた者に対するこの要綱の規定は、この要綱の失効後

もなおその効力を有する。 



附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年告示第１１号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和８年告示第１７９号） 

この要綱は、告示の日から施行し、令和８年度分の補助金から適用する。 

 

  



別表（第３条関係） 

対象建築物 補助対象経費 補助率等 

避難所、防災

拠点建築物、

多数利用建

築物 

建築物の耐震改修、建替え又は除却に関

する事業のうち建築物の耐震改修工事

係る経費（建替え又は除却を行う場合に

あっては耐震改修に要する費用相当分

とする。） 

補助対象経費の２３％以内

（６４４千円を限度とす

る。） 

住宅 建築物の耐震補強設計及び耐震改修又

は建替えに関する事業のうち建築物の

耐震改修工事に係る経費（建替えを行う

場合にあっては耐震改修に要する費用

相当分とする。） 

補助対象経費の４／５以内

（１，１５０千円を限度と

する。） 

ブロック塀

等 

国要綱「付属編Ⅲ編第 1 章イ－１６－

(１２)－①住宅・建築物耐震改修事業に

係る基礎額」に掲げる事業のうち、第

14 項に掲げる経費（10,000 円/ｍに除却

を行うブロック塀等の総延長（ｍ）を乗

じた額を限度とする。 

補助対象経費の２／３以内

（２００千円を限度とす

る。） 

 


